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Ⅰ．事業承継の現状



Ⅰ- １．経営者確保の困難化

4出所：事業承継ガイドライン第3版（令和4年3月）中小企業庁

日本政策金融公庫総合研究所が2020年に公表した調査によれば、調査回答
企業4,759社のうち経営者の半数以上が廃業を予定していると回答している。そ
の廃業予定企業に理由を聞いたところ、後継者難を挙げる経営者が合計で
29.0％に達した。



Ⅰ- ２．経営者年齢別の後継者不在率

・経営者が60代以上の企業のうち、約半数は後継者が不在。

5出所：令和４年度版「中小企業経営者のための事業承継対策」（独）中小企業基盤整備機構

社長年齢別に見た、後継者決定状況
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後継者を決定し、事業を引き継ぐ上で苦労した点として、親族内承継では、
「取引先との関係維持」や「補佐する人材の確保」が多く、承継前に後継者に
引き継ぐための取組や教育に支援を要する。

出所：令和3年度版「中小企業経営者のための事業承継対策」（独）中小企業基盤整備機構

Ⅰ- ３．本当の問題は後継者を決定してから・・・

後継者への事業引継ぎで苦労した点



「事業承継」とは、企業がこれまで培ってきたさまざまな財産（人・物・金・知的
資産）を円滑に引き継ぐこと。

目に見えにくい経営資源の承継

ヒトの承継
後継者

資産の承継
事業用資産
（設備・不動産等）

資金
（株式・運転資金等）

個人
財産人

物

金

知的資産

【人的資産】
熟練工の持つ匠の技

社長の持つ信用
ノウハウ

【構造資産】
経営理念
営業秘密

特許
許可・認可・認証

【関係資産】
得意先担当者の人脈

顧客情報
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Ⅰ- ４．事業承継の３要素

先生方にご協力いただきたいこと

先生方との連携支援を目指す分野



Ⅰ- ５．知的資産の見える化による事業承継計画策定

8出所：令和４年度版「中小企業経営者のための事業承継対策」（独）中小企業基盤整備機構

「知的資産」の見える化により、具体的な事業承継計画の策定が可能となる。

経営者と後継者が想いを共有



Ⅰ- ６．スモールM＆A支援が伸長 （事業承継・引継ぎ支援センター）

9出所：事業承継・引継ぎポータルサイト 2023年9月1日

相談件数 事業引継ぎ件数

譲渡側企業の概要

譲渡側企業
の7割が小
規模事業者
という独自
性があり、
相談件数は
81,000件超、
に達し、
事業引継ぎ
件数は
6,400件超
に達する。

81,032 6,470

小規模
事業者
が7割
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Ⅱ．事業承継の支援施策
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Ⅱ- １．事業承継税制（特例措置） 令和6年3月までに特例承継計画を提出

11出所：令和3年度版「中小企業経営者のための事業承継対策」 （独）中小企業基盤整備機構
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Ⅱ- ２．民法の特例

出所：令和５年度版
「中小企業経営者のための事業承継対策」
（独）中小企業基盤整備機構

自社株式を遺留分算定の
基礎財産から除外する。

自社株式のうち、後継者
の貢献による価値変動分
を遺留分算定の基礎財
産から除外する。

除外合意

固定合意
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Ⅱ- ３．会社法の特例

出所：令和４年度版「中小企業経営者のための事業承継対策」 （独）中小企業基盤整備機構
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Ⅱ- ４．事業承継・引継ぎ補助金 ①条件・補助額

出所：事業承継・引継ぎ補助金パンフレット

経営革新

専門家
活用

廃業・
再チャレ
ンジ
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Ⅱ- ４．事業承継・引継ぎ補助金 ②経営革新の類型と対象経費

出所：事業承継・引継ぎ補助金パンフレット

類型

対象
経費
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Ⅱ- ４．事業承継・引継ぎ補助金 ③活用事例のHP紹介

出所：事業承継・引継ぎ補助金ポータルサイト

事業承継・引継ぎ補助金
ポータルサイトには、事例集
が豊富に掲載されている。

詳細ページへ



Ⅱ- ５． 事業承継・引継ぎ支援センター ①概要
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・国の運営する「事業承継・引継ぎ支援センター」は、全国47都道府県に相談窓
口が設置されており、親族内承継支援、第三者承継支援、後継者人材バンク、
経営者保証（令和５年４月に中小企業活性化協議会に移管）に関する支援を行
っている。

出所：事業承継・引継ぎポータルサイト 2021年12月21日



Ⅱ- ５．事業承継・引継ぎ支援センター ②親族内承継 専門家派遣

18出所：事業承継・引継ぎポータルサイト 2021年12月21日

中小企業診断
士等の外部専
門家と連携し、
「事業承継計
画」策定の支援
を無料で行いま
す。

＜支援＞

中小企業・
小規模事業者
に事業承継の
取り組みを
アドバイス



Ⅱ- ５．事業承継・引継ぎ支援センター ③第三者承継・マッチング

19

・第三者の事業引継ぎに関する、あらゆる相談に対応している。

出所：事業承継・引継ぎポータルサイト 2021年12月21日
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Ⅲ．事業承継の制度活用・連携支援事例



Ⅲ- １．事業承継支援事例① 資金繰り支援 事例内容

・これまで経営者夫婦のみで曖昧な資金繰り管理をしていたが、有事に関係者
で共有・明瞭化して打開を図ることにより、経営者と後継者（候補）の「結束」「相
互理解」「信頼」が生まれ、その過程で、企業と後継者（候補）が成長する。

コロナ関連融資を金融機関に打診したが、融資実行日までに資金ショートが避けら
れなくなり、経営者は既に会社に投入できる自己資金が枯渇していた。

経営者と経理（妻）は、後継者（次男）にも、会社を継ぐ意向のない社外の長男にも
資金ショートの可能性を伝えず、経営者夫妻は廃業を覚悟した。

動向を自然と察知した息子兄弟が、資金提供と事業継続を訴え、これを機に、経営
者夫妻が未熟だと思っていた後継者が急速に成長し、事業承継計画が進展した。

メイン金融機関は、長男・次男を含む親族に「つなぎ資金」の提供を依頼するよう打
診するも、経営者は首を縦に振らなかった。

21



Ⅲ- １．事業承継支援事例① 資金繰り支援 検証

資金繰りの実態を知りたい息子兄弟は、資金提供して救いたいので情報が
欲しいと顧問税理士に電話をしています。あなたなら、どうしますか？

22

企業からの相談

自らできる支援 ・・・ 今後の資金繰り明瞭化には協力できると回答。
つなぐべき支援 ・・・ 親族協議を含め、いかに引き継ぐかは、

商工団体か事業承継・引継ぎ支援センターへ。
資金ショート回避、改善計画策定は、

金融機関に加え、中小企業活性化協議会へ。

役割の明確化

顧問企業を廃業で失うことなく、息子兄弟への資金繰り管理の協力は継続。
事業承継計画を策定した連携支援先と共に、進捗を見守り、情報共有する。

持続的な連携

連絡は本人
にさせる。



Ⅲ- ２．事業承継支援事例② 株式承継支援 事例内容
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・コロナ禍で純資産が減少し、かつ、新事業進出のための投資を伴えば、株価
低減材料が重なり、株式移転と新事業進出を機会とした経営機能移転を同時
進行させることで、事業承継計画に落とし込みやすくなる。

プラスチック製品削減の潮流に対応し、生分解性素材を活用した製品開発の準備を
進めていたところに、コロナ禍の到来で赤字を余儀なくされ、純資産も減少した。

株式移転の好機となり、展示会出展など新分野の販路開拓を後継者に任せて、営業
面から経営機能移転を図る「経営」「財産」同時進行型の事業承継計画を策定した。

株式移転後、上記投資を補助金で回収し、財務基盤は、承継スケジュールで設定し
た「後継者の返済負担が少ない水準」に回復する見込となり、事業承継を本格化した。

上記の新事業進出はコロナ禍で延期できない生命線であったため、金融機関の協力
を得て大型投資をグループ２社で敢行し、新たな生産体制を構築した。



Ⅲ- ２．事業承継支援事例② 株式承継支援 検証

経営者は、新事業進出を機に、株式の後継者移転と補助金活用をグループ
2社で進めたいと顧問税理士に相談しています。あなたなら、どうしますか？

24

企業からの相談

自らできる支援 ・・・ 株式評価と移転、事業承継税制（特例計画）を指南。
つなぐべき支援 ・・・ 承継の進め方を含む事業計画策定は、

商工団体か事業承継・引継ぎ支援センターへ。
補助金活用を含む資金計画策定は、

金融機関、および連携する専門認定支援機関へ。

役割の明確化

通常支援以外の報酬を得たことに加え、後継者の代まで顧問契約が継続。
事業計画を策定した連携支援機関と共に、進捗を見守り、情報共有する。

持続的な連携

グループ2社で
スケジュール化



Ⅲ- ３．事業承継支援事例③ 改善計画策定支援 事例内容

・5～10年程度の数値計画を作成することでキャッシュフローを明らかにして、
コロナ禍に追加で背負った債務の返済が「いつまでに」「いくら」進むかを見え
る化し、後継者が引き継ぎをためらう心理的負担を軽くする。

直営店、ターミナル施設向けの土産菓子を製造していたが、コロナ禍で激減したま
ま長期間停滞したため、財務内容が大幅に悪化して、緊急融資で凌ぐことになった。

営業企画経験を蓄積した後継者は、直営店、ターミナル施設以外の新販売チャネ
ルに対し、パッケージを工夫した外製品も新分野商品として流通させ始めていた。

直営店一部閉鎖と売却、人件費削減により、内製品から外製品への転換、販売
チャネルの転換を図ることで、10年計画で返済目途をつけ、承継計画を定めた。

通常返済分もリスケジュールせざるを得ず、将来の返済負担が重くのしかかり、経
営者は、債務返済の目途が立たなければ、後継者に承継できないと考えた。

25



Ⅲ- ３．事業承継支援事例③ 改善計画策定支援 返済計画

26

・ビジネスモデル転換合意→黒字化、債務超過解消に目途を付け、3年後承継。

（単位：百万円）



Ⅲ- ３．事業承継支援事例③ 改善計画策定支援 検証

金融機関は改善計画策定にあたり、事業DDを診断士に要請する一方で、
財務DDは顧問税理士の資料提出による費用低減を希望しています。

27

金融機関の打診

資産整理 ・・・ 売却可否の判断材料としての資産明細の作成に協力。
支援機関の横連携 ・・・ 事業DDの内容をふまえることで進めなければ、

上記の資産整理の方向性は見えてこない。
金融機関が招集する DD報告会を通じて、情報共
し、打ち出された方向性に財務DDを合わせる。

財務DDの実施

顧問税理士として、改善計画策定後のモニタリング会議に参画し、経営再建
に物件売却等で税務面から意見して関与することで、企業の信頼が高まる。

持続的な連携

405事業の
補助金活用



Ⅲ- ４．Ｍ＆Ａ支援事例 失敗するケース 事例内容
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・Ｍ＆Ａは関係者間のコミュニケーションを円滑にする必要があるが、業況が
厳しいと企業の体力・余裕を奪うが故に、経営者の「焦り」「先走り」を招く。

コロナ禍で経営状態が悪化し、事業譲渡を視野に入れて、
経営者は各方面に奔走。

金融機関を通じ、Ｍ＆Ａ仲介業者と専属契約を結んで進める
方向で合意。

事前に、資金繰りの詳細確認も含め、企業価値を最大化し
て譲渡するため、事業と財務のデューデリジェンスに着手へ。

取引先との不測の事態が生じ、経営状態がさらに一段悪化
し、簿外債務も発覚して混乱。

奔走していた経営者とつながった仲介業者から、主要な保有
設備に興味を示す業者が紹介され、関係者相談前に翻意。

経営者は仲介業者側を頼ったが、興味は「企業の魅力」では
なく、「企業の資産」であったため頓挫し、その後、廃業へ。

経営者は余裕がなく、
必死だった・・・。

目の前の話にすがりたい
思いが強まる・・・。

重要テーマのはずが、
中身を詰めることなく・・・。

仲介業者の目指すゴー
ルが、「売買」か「企業
の成長」かの差が如実
に出てしまった。



Ⅲ- ４．Ｍ＆Ａ支援事例 失敗するケース 問題点検証

29

費用負担 支援機関の信用 マッチング機会提供

出所：2022年度版「中小企業白書」中小企業庁

資料：中小企業庁「中小M&A推進計画」
(注) 「中小M&A仲介上場3社」とは、

(株)日本M&Aセンター、
(株)ストライク、

M&Aキャピタルパートナーズ(株)
について、集計したものである。

Ｍ＆Ａ件数の推移

⇒高額でも自社の価値を高めるために

⇒無料で相手探しのうえ、とにかく前に進むために

後述 前術・後述

相談を受けた
場合にできると
すれば、
状況をふまえ、

選択を検討で
きるよう、情報
提供すること。

特に簿外債
務があるなら、
なおさら・・



＜参考＞ Ｍ＆Ａ支援機関登録制度 （信用の証として）

30

・中小企業が安心してM&Aに取り組める基盤を構築するため、「Ｍ＆Ａ支援機
関登録制度」が設けられた。

出所：中小企業庁「Ｍ＆Ａ支援機関登録制度」ＨＰ



＜参考＞ 担い手探しナビ （税理士会のマッチングツール）

31

前述の事業承継・
引継ぎ支援セン
ターのマッチング
機能に加え、日本
政策金融公庫など
もマッチングに力
を入れている
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Ⅳ．事業承継における連携支援の在り方



Ⅳ‐ １．高まる連携支援の必要性

33

事業者満足度の高い支援機関

重要性が高まった経営課題

（出典）中小企業白書2023 成長企業アンケート

単独対応できる経営課題（税・法務関係士業）

（出典）野村総研ヒアリング結果

事業者の税理士への信頼は厚い。

その一方で、重要性が高まったと回答
している「事業承継・M&A」「事業計画

策定」「販路開拓・マーケティング」の
支援においては、他支援機関との連
携が必須となる。

（出典）中小企業白書2023
成長企業アンケート



Ⅳ‐ ２．連携支援の段階別対応イメージ

34

ニーズ
顕在化

ニーズ
潜在的 事業者の状態

是非お願いしたい
ファーストステップ

漠然としていて何をしたらよ
いかわからない

補助金を検討したい

融資を検討したい

後継者に考えが伝わらない

引継手を探したい

資産相続で悩んでいる

金融機関

商工団体等

中小機構窓口相談

事業承継・引継ぎ
支援センター

支援機関への紹介

直接ご対応・連携

ツール
提供

担い手
探しナビ

顧問先を交え先生方の
事務所でオンラインOK

ツールを提供し、気になる点と連動するページを顧問先に説明すると、ニーズ
顕在化を促進し、資産承継で関与しつつ、支援機関への取り次ぎができる。



Ⅳ‐ ３．事業承継支援ツール① 中小企業庁パンフレット
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「中小企業庁 事業承継支援策」
で検索

QRコード
で詳細を
確認可能

段階別・
立場別に
参照箇所
を明示



Ⅳ‐ ３．事業承継支援ツール② 中小機構事業承継ポータルサイト
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「中小機構 事業承継ポータル」 で検索 疑問に応
える情報
を網羅。

事業承継・引継ぎ
支援センターサイ
トにもつながる。



Ⅳ‐ ３．事業承継支援ツール③ 中小機構の冊子
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「中小機構事業承継ポータル」
からダウンロードが可能。
資料請求（無料）も可能。
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Ⅳ- ４．補助金申請や融資の事業計画は 「事業承継の視点」 が必要

新事業の取り組み期間を5年とすれば、その先の未来のゴールは？

事業期間これまでの歩み 未来のゴール

過去 現在 5年後 10年後

広告投資

設備投資

ｼｽﾃﾑ投資

事業を
形にする

未来の
ありたい姿に

たどり着く

振り返り、
経験を生かすことが

未来につながる

代表者A 後継者B

担当者B 担当者C

役割分担は
変わっていく



Ⅳ‐ ５．中小機構中部本部の支援 ～ 定例窓口相談 ～
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『 中小機構中部本部 』 で検索

その他の支援
メニューもご活
用ください。

中小企業経営者向けの
窓口相談を毎月1回実施

先生同席で事務所で
オンライン相談が可能
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中小機構中部本部の窓口相談等のコンテンツを
是非、ご活用ください。

独立行政法人

中小企業基盤整備機構中部本部（中小機構中部本部）

〒460-0003 名古屋市中区錦２－２－１３ 名古屋センタービル４階

地域・連携支援部 地域・連携推進課 電話 ０５２－２０１－３００９（直通）

ＵＲＬ http://www.smrj.go.jp/regional_hq/chubu/index.html

ご清聴ありがとうございました。


